
7-Elevenの変革を支える
サステナビリティ戦略
「7つの重点課題」の特定プロセスで描いた目指す社会を
実現するために「サステナビリティ戦略マップ」を作成。
持続可能な社会と企業の持続的成長の両立を図っていきます。
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７-Elevenの変革を支えるサステナビリティ戦略

代表取締役会長

伊藤 順朗

2025年5月の株主総会後、代表取締役会長に、また、6月

には内部統制決議に関わる3つの委員会の一つであるサステ

ナビリティ委員会の委員長に就任しました。 

当社グループは、同年9月よりCVS事業に注力する新体制

次の100年に向けた挑戦と進化

は何かを見落としている」

この言葉は、サステナビリティの本質を考えるうえで、重要

な示唆を与えてくれています。私たち小売業にとって、日々変

化するお客様のニーズに迅速に対応し、売上や利益を追求す

ることは、企業の存続に欠かせない要素です。しかし、私たち

の存在意義は単に利益を追い求めることにとどまるものでは

ありません。私たちが果たすべき使命は、地域社会の繁栄に

貢献し、社会とともに持続可能な未来を築くことにあります。

地域社会の繁栄は、私たちの事業の基盤であり、成長の源

泉です。そして、お客様から「共感」を得て、「愛される」存在と

なり、地域社会の一員として受け入れられることで、企業とし

ての持続可能性が形づくられると私たちは考えています。

社会と当社グループの持続的成長を両立させるためには、

事業活動を通じた社会課題の解決が不可欠です。しかし、経

営資源は有限であり、すべての社会課題に取り組むことはで

きません。そのため当社グループは、国内外の社会課題を見

据え、そのなかから優先的に取り組むべき「7つの重点課題」

を特定し、リスクと機会を明確にしたうえで具体的な施策を

実施しています（p.40参照）。

セブン-イレブンの店頭で回収したペットボトルをオリジナ

ル商品のペットボトルへリサイクルする「完全循環型ペットボ

トルリサイクル」の実現は、その成果の一つです。また、2024

年8月には、小売電力事業者である株式会社セブン＆アイ・エ

ナジーマネジメントを設立し、グループ店舗への効率的な再

へと移行しました。これを契機に、私たちは「7-Elevenとは

何か」「未来にどんな価値を提供したいのか」、そのために一

人ひとりが「どう行動すべきなのか」を改めて問い直し、長年

培ってきた強みを継承するとともに、より成長を加速するた

めのグローバルレベルのプロジェクトを開始しました。

米国で生まれた7-Elevenブランドは翌年の2027年には

創業100周年を迎えます。この節目を前に、私たちは「すべて

のステークホルダーに信頼される、誠実な企業でありたい」と

いう社是を改めて胸に刻み、「7-Elevenの変革」に向け、常

に挑戦を続けてまいります。

次の100年において、私たちの店舗、商品、サービスは、こ

れまでとは大きく異なる形へと変化しているかもしれません。

しかし、私たちがお客様の日々の暮らしの豊かさを支え、新し

い体験価値を提供していくということに変わりはありません。

今後も私たちはお客様に安全で高品質な優れた商品・サービ

スを提供していくことで、当社の社会的価値および企業価値

を向上させ、株主の皆様への還元につなげることを目指して

まいります。

マネジメントの父と呼ばれるピーター・F・ドラッカー（経

営学者：1909-2005年）は、次のような言葉を残しています。

「企業にとっての利益とは、人間にとっての酸素のようなも

のだ。足りなければ、死んでしまう。しかし、もし人生で最も

重要なことが『息をすること』だと思っているのなら、その人

サステナビリティに関する考え方
～信頼される誠実な存在であり続けるために～

事業活動を通じた社会課題の解決

企業としての存在意義を再確認し 
「7-Elevenの変革」を
推進していきます。

サステナビリティ委員会　委員長メッセージ
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７-Elevenの変革を支えるサステナビリティ戦略

生可能エネルギーの供給を開始しています（p.49参照）。

さらに、2022年から開始した社会課題解決型ビジネスプ

ランコンテスト「SMiLE」の累計参加者数は1,500人以上に

達し、新たなビジネスプランが数多く提案されています。これ

らは、お客様や社会の不便・不満・不安といった「不」を解消す

る新たな事業を創造し、重点課題の解決を目指すものです。

これからもイノベーションを尊重し、促進する企業文化の醸

成に努めていきたいと考えています（p.43参照）。

事業会社においてもSEJでは、目指す姿として「明日の笑顔

を 共に創る」を策定し、「次の便利の扉を開く」というミッ

ションのもと、「健康、地域、環境、人財」の4つのビジョンを通

じてその実現を目指しています。また、SEIでは、豊かな地域

社会の実現、環境保全、責任ある消費の促進を軸としたサス

テナビリティ戦略「7impact “Good Made Easy”(良いこ

とを手軽に)」を推進しています。

当社グループは2014年、ステークホルダーの皆様の期待や

要請にグループが一体となって応えていくために、「社会の持

続的な発展」と「企業の持続的成長」に向けた重点課題（マテリ

アリティ）を特定しました。その後、当社グループを取り巻く事

業環境の変化や中核事業であるCVS事業のグローバル化な

どを踏まえ、2022年3月に以下の6つのステップで重点課題を

見直し、「7つの重点課題」を社内外に発表しました。

改定の6ステップ
STEP❶ 国内外の社会課題の抽出

SDGsや世界経済フォーラムのリスクレポート、ESG評価機関の調

査項目などとともに、外部環境の変化も加味して480の社会課題項

目を抽出。

STEP❷ ステークホルダーへアンケートを実施 
当社事業と深い関わりがあると考えられる35項目を選び、お客様・お

取引先・株主/投資家・セブン-イレブン加盟店オーナーや従業員を対

象にしたアンケートを実施。

STEP❸ 有識者とのダイアログを実施
当社経営陣とサステナビリティに関する幅広い知見を持つ有識者

の方 と々ダイアログを実施。当社グループが解決すべき社会課題につ

いて意見交換。

STEP❹ 多様な声を反映した重点課題の特定
ステークホルダーにとっての重要度と会社にとっての重要度、および

アンケートのコメントや有識者とのダイアログ、事業会社経営陣へのヒ

アリングなどで挙がった意見を考慮し、7つの重点課題を特定。

重点課題（マテリアリティ）の改定 STEP❺ 重点課題に関わるリスクと機会の整理
新たな取り組みを創出するとともにリスクの低減を図っていくため、

重点課題に関わるリスクと機会を整理。

STEP❻ アクションプランを策定
各事業会社において事業を通じた重点課題の解決に資する具体的

な取り組みを策定。

当社の重点課題の特徴
改定にあたって、海外も含めた5,000人を超えるステーク

ホルダーにアンケートを実施し、1,000件を超えるコメントを

確認・分析しました。

また、重点課題の解決に向けて、各事業会社が迅速に施策

を実施できるよう、具体的なアクションプランも併せて策定す

ることで実行性を担保しています。

グループの変革に伴う重点課題の見直し
CVS事業に注力する新体制への移行に伴い、重点課題の見

直しを計画しています。CVS事業への関連性やさらなるグロー

バル展開も考慮した、より経営戦略とつながりの強い重点課題

の特定を目指しています。

詳しくは、当社Webサイトをご覧ください
https://www.7andi.com/sustainability/theme/
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重点課題（マテリアリティ） 課題解決に向けた具体的な取り組み例 リスク 機会

1 お客様とのあらゆる接点を通じて、
地域・コミュニティとともに
住みやすい社会を実現する

高齢化・人口減少など地域課題の解決を 
目指した経営
•  デリバリーサービス「７ＮＯＷ」・移動販売車の
拡大

•  地域の安全・安心を見守る「セーフティステー
ション活動（SS活動）」

•  生活拠点の減少により人口減少・過疎化・高齢
化が進行し、販売機会が減少

•  地域との連携不足に伴い計画どおりに新規出
店が進まず、新たな価値が提供できない など

•  生活インフラとしての社会的役割の拡大に
よるステークホルダーからの信頼獲得

•  地域活性化による販売機会の拡大 など

2 安全・安心で健康に配慮した
商品・サービスを提供する

安全で豊かな社会の支援
• 健康に配慮した商品の開発・販売の拡大
• 品質管理体制の強化
• 食物アレルギーに配慮した商品の販売

•  商品事故および店頭事故の発生による顧客の
離反

•  品質管理、表示等の法令違反による信用低下
•  健康商品開発の遅れによる顧客の離反 など

•  徹底した安全・品質管理による顧客ロイヤリ
ティの向上

•  健康配慮商品、お客様ニーズに即した新し
い商品提供による販売機会の拡大 など

3 地球環境に配慮し、
脱炭素・循環経済・自然と
共生する社会を実現する

環境に配慮した経営
• 環境配慮型店舗の開発
•  PETボトルリサイクル、環境配慮型容器の使用
拡大

• 食品ロス削減、食品廃棄物リサイクル
• 認証商品の取扱い拡大

•  気候変動がもたらす自然災害の増加による店
舗・物流網への物理的損害

•  異常気象がもたらす需給の変化や原油等原材
料価格変動による、仕入価格の高騰

•  食品廃棄・温暖化ガス排出などの環境負荷の高
い企業イメージの定着による顧客の離反など

•  省エネや廃棄物削減、リサイクル、エネル
ギー供給源の見直しによるコスト削減

•  環境対策先進企業としてのブランド価値の
創出 など

4多様な人々が活躍できる
社会を実現する

さまざまな価値観・ライフスタイルを認める 
社会の実現
• 子育て・介護支援イベントの開催
• 未来世代への教育の機会の提供

•  差別・偏見などの放置による企業イメージの棄
損、顧客の離反、従業員エンゲージメントの低下

• 人財の確保困難や人財の社外流出 など

•  次世代や若者世代、さまざまな価値観を持
つ人々との対話・育成による将来の顧客の
獲得、新たなサービスの開発 など

5 グループ事業を担う
人々の働きがい・
働きやすさを向上する

やりがいと達成感を得られる会社づくり
• DEI※の推進
• 人財育成・対話によるエンゲージメント向上
• 従業員の自律的な学びの支援と能力開発

•  労働環境が改善しないことによる従業員エン
ゲージメントの低下

• 人財の確保困難や人財の社外流出 など

•  ダイバーシティ経営推進による競争力の強化
•  従業員の能力・自律性を高めることによる生
産性の向上

•  新規事業の開発と優秀な人財の獲得 など

6お客様との対話と協働を通じて
エシカルな社会を実現する

お客様と一緒に豊かな地域を実現
• お客様の声を活かした商品開発
• お客様の声を活かしたサービスの改善

•  生活者のライフスタイルの変化や価値観の多
様化への対応遅れにより、商品とサービスを通
じた新たな価値を提供できない など

•  エシカル消費に対応した商品・サービスの
提供による販売機会の拡大

•  顧客協働による顧客ロイヤリティの向上 
など

7 パートナーシップを通じて
持続可能な社会を実現する

お取引先とともに豊かな社会を実現
• お取引先CSR監査（強制労働・児童労働の根絶）
• 行政サービス（各種証明書の発行）
• 自治体と連携した地域商品の販売

•  サプライチェーン上の労働環境・人権問題や
コンプライアンス違反による商品供給の停止
や品質の劣化および、それらに伴う不買運動に
よる社会的評価の低下 など

•  持続可能な原材料調達によるレジリエンス
の向上

•  取引先・同業種・他業種協働による新たな商
品・サービスの提供 など

７-Elevenの変革を支えるサステナビリティ戦略

 ■7つの重点課題（マテリアリティ）

※ D:ダイバーシティ（多様性）、E:エクイティ（公平公正性）、I：インクルージョン（包摂性）
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７-Elevenの変革を支えるサステナビリティ戦略

目指す姿

戦略

基盤

持続可能な社会 両立

バックキャスティングによる「流通イノベーション」を通じた社会課題解決と企業価値向上

シナジーの追求：グループ内の連携・共創 パートナーシップ：お客様やお取引先様などとの共創

コーポレートガバナンスの強化／コンプライアンスの徹底／人財・人的資本の強化／ウェルビーイングの実現

社是（信頼と誠実）

企業の持続的成長

ゴールイメージ

環境戦略 社会戦略 コミュニケーション戦略

7つの重点課題
（目指す社会）

脱炭素・
循環経済・
自然共生社会

多様な人々が
活躍できる
社会

働きがい・
働きやすさの
ある社会

パートナーシップを
通じた

持続可能な社会

安全・安心／
健康配慮商品が
ある社会

エシカルな
社会

住みやすい
社会

●サステナブルな暮らしの普遍化
●各社・各店舗でのサステナビリティ活動の実装・自律化
●全商品・サービスのサステナブル化

●環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』
● CO2排出量削減
●プラスチック対策
● 食品ロス・食品リサイクル対策
● 持続可能な調達

● TCFD／TNFD（ネイチャーポジティブ）

● 人権デュー・ディリジェンス
● グリーバンスメカニズム
● CSR監査
● 災害募金活動・支援
● 社会貢献活動

● 最新情報の取得
● 社内浸透
● 店舗や商品などを通じたコミュニ
ケーション

● ESG企業価値の向上

事業の成長を促す
E（環境）・S（社会）の推進

「共感の輪」を拡げ
行動変容につながるコミュニケーション

■サステナビリティ戦略マップ

経営とサステナビリティの統合
「地球沸騰化」という言葉が象徴するように、地球規模での

気候変動が深刻化し、事業活動に直接的な影響を及ぼすよう

な事態が生じ始めています。最高気温の更新が続くなか、原

材料の収量減少により、おいしいコーヒーやおにぎりを提供す

ることが困難になる、さらには猛暑や異常気象による来店客

数の減少といったリスクも現実のものとなりつつあります。加

えて、地政学的リスクの高まりがサプライチェーンの分断を招

き、お客様の生活や私たちの事業に影響を与えることも明ら

かになっています。

こうした大きな変化を予測し、10年後、20年後のビジネスに

おける影響を見据えた中長期的なリスクと機会を特定すること

が、持続可能な経営の基盤となると考えています。そこで当社

グループは、リスクの低減策にいち早く着手することで事業の

レジリエンスを強化するとともに、特定した機会を最大限活用

し、経営戦略に組み込むことで持続的な成長を目指しています。

このように、経営とサステナビリティを一体化させることが、未

来に向けた企業の競争力を高める鍵であると確信しています。

● サステナビリティ戦略マップの作成
当社は、2024年度に「サステナビリティ戦略マップ」を作成

しました。これは、重点課題の特定プロセスで描いた目指す

社会の姿を実現し、持続可能な社会と企業の持続的成長を両

立するために、私たちの基盤・戦略・目指す姿を体系的にまと

めたものです。「環境戦略」と「社会戦略」の遂行により事業の

持続的成長を促すとともに、「コミュニケーション戦略」を通じ

てステークホルダーの共感を呼び起こし、行動変容につなげ

ていきながら、より安心で暮らしやすい持続可能な社会をとも

につくっていきたいと考えています。

2024年度および2025年9月までの主な施策
●  「気候・自然関連情報報告書」の発行
当社は、ネイチャーポジティブ※の実現に向けて取り組む姿

勢を明確化するため、2024年10月に「セブン＆アイ・ホール

ディングス自然資本に関する方針」を策定しました。2025年

9月には、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）およ

びTNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）に基づく統

合報告書を発行し、気候・自然関連リスクがもたらす財務イン

パクトも試算して、その対応策を含めて報告しています（p.46、

47参照）。今後も、資源循環の観点も加え、環境課題相互の

トレードオン・トレードオフを踏まえた、統合的・戦略的な環

境施策の推進に努めていきます。
※ 生物多様性の損失を止めて回復させること
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７-Elevenの変革を支えるサステナビリティ戦略

その他 9％
学術・研究 2％

防災まちづくり、防犯 3％
地域社会の活動、

史跡・伝統文化保全 10％
社会福祉、

ソーシャル・インクルージョン
12％

環境 14％

教育・社会教育 22％

健康・医療、
スポーツ 28％

総額
17億3,759万円

■2024年度の社会貢献活動費

「暑すぎる夏を終わらせる日」制定記者会見。左から2番目：宮地執行役員

注目情報が得られるだけでなく、各社の活動を一つのアプ

リ内で確認することができると好評です。登録者数は順調に

伸びており、「スマイル」の輪が広がっています。

● 社会の行動変容を目指して
2025年8月、当社は一般社団法人日本気候リーダーズ・

パートナーシップ（JCLP）の参加企業として、「暑すぎる夏を

終わらせる日」の制定に賛同しました。JCLP理事である当

社サステナビリティ推進室長が記者会見に臨み、暑さを気候

変動の問題としてとらえ直すきっかけをつくり、未来の世代の

ために気候危機を止めるという意思を表明、「社会全体のシス

テムを転換する起点としたい」との考えを述べました。

これからも当社グループは、さまざまなステークホルダーと

協働しながら、事業活動を通じて社会課題の解決を図り、世

界中のお客様の暮らしになくてはならないグループとして、社

会と企業の持続的成長を目指していきます。

現在は地域ごとの活動状況を調査中で、今後はグローバル

協働も視野に入れた社会貢献活動を継続していきます。

● 事業継続計画の改定
当社は、大規模災害などが発生した場合においても、事業

への影響を最小限にとどめ、店舗営業やサービスの提供を継

続し、お客様の生活に欠かせない商品を供給する社会インフ

ラとしての役割を果たすことができるよう、事業継続計画（以

下、BCP）を策定しています。

2024年度はBCPを大きく改定し、社員への教育や、訓練

を通じた計画の検証、見直しなどの事業継続マネジメント活

動を実施しました。

● 従業員向けアプリの開発と導入
社会全体の行動変

容を生み出すには、

まず従業員の理解と

実践が不可欠という

考え方のもと、当社

グループは2024年

3月、楽しみながら環

境・社会課題を学び、

課題解決に向けた良い習慣を身につけていく従業員向けアプ

リ「サステナスマイル」を開発しました。サステナビリティ活動

を行うとポイントが付与され、一般財団法人セブン-イレブン

記念財団へ寄付されます。サステナビリティの基礎知識や

● グローバル協働を視野に入れた社会貢献活動
世界で約86,000店舗のセブン-イレブンの運営を支援す

る当社グループは、地域社会を支える社会貢献活動の重要性

を強く認識し、世界各地で教育、社会福祉、環境、災害被災地

支援などのさまざまな活動を実施しています。国内外グルー

プ8社の社会貢献活動費は17億3,000万円を超え、2025年

度2月期の当社グループの親会社株主に帰属する当期純利益

の約1.0％となっています。

また、店頭やWebサイト、チャリティーイベントなどを通じ

て募金活動を実施し、多くのステークホルダーからお預かり

した寄付金を、政府機関やNPO・NGOなどを通じて、必要

な方への支援につなげています。2024年度の募金金額は約

30.6億円でした。

サステナビリティ活動の社会的な影響を可視化するため

に、SEIと7INは、「インパクトレポート」を発行しています。

詳しくは、当社Webサイトをご覧ください
https://www.7andi.com/sustainability/societ-contribution.html

2024 7-Eleven Impact Report.pdf(SEI)
Impact Report 2024.FINAL(7IN)
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７-Elevenの変革を支えるサステナビリティ戦略

大

大小

経
済
的
価
値（
売
上
・
利
益
）

社会的価値（社会課題解決）

経済的価値・社会的価値が
高いレベルで両立した事業の創出

新規事業創出を「従業員提案型」で実施

既存事業 新規事業
イノベーションが
求められる

インキュベーションを
求められる

短期間でマインドとスキルをインストール

社会価値と経済価値を
両立させる事業へのチャレンジ

マインドセット、スキルセットのある人財を育成、
各社独自の新規事業の取り組みを加速

マインドとスキルのある
人財が事業革新をリード

体得

還元

求められる力
● 挑戦心　● 巻き込み力
● プレゼン能力
● 非ルーチンに耐える力
● 圧倒的顧客視点
● ブレイクスルー力
● 未来を見通す力
● 社内調整力　● 環境分析

SMiLE2024の様子

● これまでの「SMiLE」の取り組み
2022年に開始した「SMiLE」のプログラムは2025年で4

年目を迎えました。この間のビジネスモデル案の累計応募数

は1,014件となり、その中から最終審査会で採択された7案件

は今も継続して活動しています。

2024年12月に実施した「SMiLE2024」の最終審査会

（Changer’s Pitch）は、本社において初のリアルとオンライン

のハイブリッド形式で行い、総勢600名以上のグループ社員が

ファイナリストの熱い最終ピッチを応援しました。

また、各事業会社の社長・役員が審査員を担うなど、当社グ

ループ全体でイノベーションを創出していく企業風土が醸成

され始めています。

● 「SMiLE」の目指す姿
「SMiLE」のプログラムに参加したグループ社員は、「圧倒

的顧客視点」「未来を見通す力」「プレゼン能力」「周囲を巻き

● ビジネスプランコンテスト「SMiLE※」とは
私たちが生きる現代社会には多くの課題があります。

一刻を争うものから、より豊かな人生を送るためのものま

で、課題は多岐にわたります。どの課題も当事者にとっては重

要なものであり、その課題を発見し、解決策を模索することが

重要です。

当社では、お客様を取り巻く課題を「持続可能な方法」つま

り、経済的価値と社会的価値の双方が高いレベルで両立した

継続性のある「ビジネス」で解決しようという「１Action２

Values」の考え方のもと、各事業会社で新規事業開発の取り

組みを進めています。

社会課題解決型ビジネスプランコンテスト「SMiLE」は、そ

の取り組みをさらに進めるために、従業員から「解決したい課

題」を募り、新規事業開発の専門家のサポートのもと、課題解

決につながるビジネスモデル案を構築していくプログラムです。

■1 Action 2 Valuesによる事業創出

※  SMiLE＝S:セブン＆アイの　M:未来の　i:革新を　L:リードする　E:エン
ジンになろう！という想いを込めて命名

込む力」など、日々の業務では得難いマインドやスキルを短期

間で習得することができます。当社グループは、その力を活か

して、既存事業でも新規事業でも活躍できる人財に成長して

いくことを願っています。

過去の参加者の中には、「SMiLE」で提案した案件を自社

内に持ち帰り既存事業のブラッシュアップへ活用したり、

「SMiLE」への参加をきっかけに新規事業関連部署で活躍す

るなど、グループではさまざまな形で自らの成長・潜在能力に

気づく社員が増えています。

「SMiLE」プログラムを通じて、当社グループが目指すのは、

マインドセットとスキルセットを備えた人財を発掘・育成する

ことで、各事業会社が独自にイノベーションを促進する企業文

化の醸成を加速させていくことです。これからも当社は挑戦的

で創造的な企業風土の醸成にチャレンジし続けていきます。

■SMiLEの目指す姿
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分析の前提

以下の前提に沿って、気候変動・自然資本に関するリスク・

機会の分析、対応策の検討を行いました。

環境：TCFD※1・TNFD※2に基づく環境情報の開示 ※1 気候関連財務情報開示タスクフォース　※2 自然関連財務情報開示タスクフォース

当社グループでは、重点課題3に掲げる「脱炭素・循環経済・

自然と共生する社会」の実現に向け、2019年に環境宣言

『GREEN CHALLENGE 2050』で2030年、2050年の

目標とあるべき姿を定め、取り組みを推進しています。

環境課題は、相互にトレードオン、トレードオフが生じる複

雑な関係にあること踏まえ、TCFD・TNFD提言に基づき、

統合的なリスク・機会の分析、それらへの対応策の立案、情報

開示を進めています。2025年9月には、

「気候・自然関連情報報告書－TCFD・

TNFD統合開示－」を発行しました。

当社グループでは、経営環境およびリスク要因の変化を踏

まえ、各事業におけるリスクを適正に分析・評価し、的確に対

応するため、リスク管理の基本規程に基づき、リスクマネジ

メント委員会を中核とする統合的なリスク管理体制を構築・

整備・運用しています。サステナビリティに関わるリスクにつ

いても、この統合的なリスク管理体制のもとで管理していま

す。リスクマネジメント委員会は、各リスク管理統括部署より

自社のリスク管理状況に関する報告を受け、リスクの網羅的

な把握、その評価・分析および対策について協議し、今後の方

向性を定めています。また、こうしたリスク管理の状況を原則

年1回、当社取締役会に報告しています。

※ 2025年9月現在

環境情報開示の考え方

ガバナンス体制

リスクと影響の管理

戦略

サステナビリティ課題の監督体制

気候変動や自然資本などを含むサステナビリティ課題への

対応については、取締役会による監督のもと、サステナビリ

ティ委員会を中心としたガバナンス体制を構築しています。当

社取締役会は、サステナビリティに関する重要案件について

決議を行うとともに、年1回以上、同委員会の事務局であるサ

ステナビリティ推進室から取り組み状況に関する報告を受け

て、進捗や目標の達成状況を監督しています。

サステナビリティ課題の執行体制

代表取締役会長を委員長とし、国内外のグループ会社のサ

ステナビリティ推進責任者（代表取締役社長など）および当社

の関連部署の責任者を委員とするサステナビリティ委員会

を、年2回開催しています。同委員会のもとに、環境部会・人

権推進プロジェクトなど、気候変動・自然資本や人権尊重など

のサステナビリティ課題に対応する下部組織を設置し、継続

的な取り組みを実施しています。

※ 2025年9月現在

開示 
スコープ

気候

国内外CVS事業を対象に、店舗が直接受ける物理
的な影響に加え、店舗運営に伴って発生するコスト、
店舗運営に大きな影響を与える商品のサプライ
チェーン（原材料・商品製造工場・商品配送など）や
お客様の行動について、シナリオ分析を実施し、特定
した気候変動のリスク・機会・対応策について開示

自然

当社グループの事業と自然との関係を評価し、当社
グループが「食」を中心とした事業を展開しているこ
とから、今回の評価では「農産物」に関連するリス
ク・機会と対応策について開示

シナリオ
気候
自然

IEA「World Energy Outlook」をはじめ政府や
国際機関が発行した将来予測に関するレポートな
どを参考に、「脱炭素シナリオ（1.5℃～2℃）」と「温
暖化進行シナリオ（2.7℃～4℃）」の2つのシナリオ
を設定
自然資本については、「温暖化進行シナリオ」の範囲
に収まる複数の外部環境パターンを想定

時間軸

気候

環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』の中
間目標の設定時期である2030年時点の影響を基
本に、海外CVS事業では、短期（0年～5年）、中期
（5年～10年）、長期（10年～30年）の時間軸でリス
ク・機会・対応策を検討

自然
2050年を対象期間として設定し、TCFD分析の
対象期間と同じ2030年～2035年を短期的な
ターゲットとして具体的な対応策を検討

気候・自然関連情報報告書
https://www.7andi.com/sustainability/ 
tcfd_tnfd.html

ガバナンス体制の詳細は、気候・自然関連情報報告書p.7をご覧ください
https://www.7andi.com/library/sustainability/pdf/
environment/TCFD_TNFD_2025.pdf

リスクと影響の管理の詳細は、気候・自然関連情報報告書p.33をご覧ください 
https://www.7andi.com/library/sustainability/pdf/
environment/TCFD_TNFD_2025.pdf

： 気候変動に関わる項目

： 自然資本に関わる項目

気候

自然
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環境：TCFD・TNFDに基づく環境情報の開示

気候変動・自然資本関連の主なリスクと機会

分析により把握した、気候変動・自然資本に関する主なリスクは、以下のとおりとなりました。

リスクの項目 分野 対象 想定シナリオ 認識した重要なリスクと機会

物理的リスク
急性 気候

直接操業

温暖化進行

深刻な自然災害の発生頻度の増加やその強度の強まりに伴う、店舗被害や商品損害、サプライチェーンの混乱、店舗へのアクセス遮
断、休業による売上損失、またその復旧費の発生などの損害額の増加

原材料 降水、気象パターンの変化に伴う、サプライチェーンの混乱の発生やサプライチェーン上の水リスクの増大、商品原材料の収穫量減
少による商品原価の上昇

慢性 自然 原材料 降水、気象パターンの変化および病害虫発生による収量減少・品質低下に伴う、商品原材料の原価上昇、自社調達担当者の調達に係
る労働時間増加による調達コストや人件費の増加

移行リスク

政策 気候
直接操業

脱炭素

世界的な排出量規制や炭素税などのカーボンプライシング導入に伴う、店舗運営に係るCO2排出量に対してのコスト負担、サプライ
チェーンでのコスト増加による商品などへの影響

直接操業 （海外CVS事業）製品廃棄物規制による拡大生産者責任（EPR）関連コストの増加（中期）

市場 気候

直接操業 再エネ導入などに伴う電力小売価格上昇による電気料金支払いの増加

直接操業 （海外CVS事業）消費者の嗜好の変化、新技術の採用、燃料効率の改善に伴う、特に脱炭素シナリオにおける石油系燃料の需要の減
少による石油系燃料からの収益の減少（長期）

直接操業

温暖化進行

世界的な気温上昇に伴う冷房運転・冷凍冷蔵設備運転コストの上昇

評判

気候
自然

直接操業 気候変動による調達量の不足や原材料の品質低下に伴う、商品品質維持の困難、それによるブランド価値低下や顧客満足度の低下

自然 原材料 環境・人権に配慮しない原材料調達（例：森林破壊、先住民族・地域住民の土地環境破壊・権利侵害、児童労働・強制労働など）を行う
ことに伴うレピュテーションリスク発生による売上減少

賠償責任 自然 直接操業 自然環境関連の規制への対応コストの増加や、対応が不十分であることによる罰金・罰則

機会の項目 分野 対象 想定シナリオ 認識した重要なリスクと機会

ビジネス 
パフォーマンス

市場
気候 直接操業

温暖化進行
夏季の高温によるお客様の外出頻度の低下に伴う、お届け事業・ECサービスの需要の増加

自然 原材料 サステナブルな代替品の活用や、これまでと異なる品種を活用した新商品開発による新規市場の開拓

市場評判
気候
自然

直接操業 脱炭素 消費者のサステナブル商品やサービスへの関心の増加

市場・ 
評判・ 
資源効率

気候 直接操業 脱炭素 規制の強化や消費者の嗜好の変化によるEV充電需要の増加

自然 原材料 温暖化進行 農家との直接取引の拡大および長期的なパートナーシップ構築による安定供給体制の確立

気候 直接操業 脱炭素 （海外CVS事業）エネルギー効率化対策への投資によるエネルギー使用量全体の削減（中期）

サステナビリティ 
パフォーマンス

資源効率、 
自然資源の利用・ 
保護・復元・再生

自然 原材料 温暖化進行 農家への再生農業（リジェネラティブ・アグリカルチャー）などの導入支援による生物多様性保全活動を通じた生態系サービスの向上
および各原料の収量・品質の向上・安定化

イントロダクション 価値創造プロセス CEOメッセージ 7-Elevenの変革 CFOメッセージ サステナビリティ ガバナンス 会社情報

45株式会社セブン&アイ・ホールディングス　経営レポート 2025



環境：TCFD・TNFDに基づく環境情報の開示

気候変動に関わるリスク・機会と財務インパクト

2019-2021年度にSEJを、2023年度にSEIを対象とし

て、シナリオ分析を行い、主なリスク・機会を特定しました

（p.45参照）。脱炭素シナリオにおいては、「炭素税の課税」

が、温暖化進行シナリオにおいては、「自然災害による被害」

「原材料原価の上昇」が2030年において特に財務インパク

トが大きいリスクです。

気候変動に関わるリスク・機会と対応策

特定した主なリスク・機会については、リスクの低減、機会

の最大化のための対応策を検討しました。

検討を通じて、脱炭素シナリオ、温暖化進行シナリオともに、環

境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』に基づいて進めている

環境負荷低減活動が、有効な対策であることが確認できました。

例えば、移行リスクに対しては、『GREEN CHALLENGE 

2050』のCO2排出量削減目標の達成により、炭素税の負担を

大幅に軽減していきます。また、店舗での省エネや、太陽光発電

パネルの設置などの活動を推進することで、電気料金の支払い

増加などの移行リスクの軽減も図ります。また、サステナブルな

商品やサービスを重視する消費者の行動変化についても、

『GREEN CHALLENGE 2050』のプラスチック対策や食品ロ

ス・食品リサイクル対策、持続可能な調達の取り組みを推進するこ

とで、お客様から共感を得て、機会の拡大につなげていきます。

物理的リスクに対しては、自然災害が増大するリスクに対

応して、情報共有の仕組みである「セブンVIEW」で店舗の状

況をリアルタイムに把握し、早期復旧を実現する体制を構築

します。また、浸水を防ぐ止水板の設置など、対策を着実に進

めます。こうした災害対応の充実を図ることで、店舗の営業を

早期に再開し、地域のお客様への貢献を続けていきます。原

材料原価の上昇については、安定的な原材料確保のために、

産地の分散や国内外のサプライヤーとの連携強化を進めま

す。例えば、天候に左右されず安定した収穫を見込むことが

できる工場野菜の調達拡大を検討します。

対応策（例）

脱炭素シナリオ  ●環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』に基づいたCO2排出量削減の各施策推進（2013年度比で2030年に50%削
減、2050年に実質ゼロを目指す）
 ●店舗における省エネやエネルギー効率の改善に向けて、取り組みや投資の推進
 ●店舗での再エネ比率の積極的な拡大
 ●サステナブルな商品やサービスの拡充（低炭素商品、環境配慮型容器包装、ペットボトル回収・リサイクル、認証商品など）
 ●環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』食品ロス・食品リサイクル対策に基づいた食品廃棄物の発生量抑制・リサイクル
施策を推進（焼却処分量の削減）
 ●環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』プラスチック対策に基づいた、製品パッケージにおける各施策推進
 ●店舗でのEV充電サービスの拡大（海外CVS事業：電気自動車用急速充電ネットワーク「7Charge」のEV用急速充電ポート
を、今後、米国とカナダで配備推進予定）

温暖化進行シナリオ  ●洪水や暴風雨などの悪天候時に取るべき危機管理計画の策定
 ●災害時の情報収集と早期復旧の体制構築（「セブンVIEW」など）
 ●工場野菜や陸上養殖などの調達拡大による安定的な仕入の確保
 ●店舗における省エネ推進、省エネ設備の導入
 ●お届け事業、ECサービスの拡大

 ■脱炭素シナリオ：炭素税の課税
財務インパクトの試算

 ■温暖化進行シナリオ：自然災害による被害（SEJ）

 ■温暖化進行シナリオ：原材料原価の上昇（SEJ）

277億円  ● 炭素税額：135ドル/トン-CO2（IEA「World 
Energy Outlook 2022」の最大金額）

 ● 為替レート：150円/1ドル（2025年2月28日
現在のおおよその為替レート）

 ● 国内CVS：144億円、海外CVS：133億円

111.9億円  ● SEJ首都圏店舗の洪水被害（荒川の氾濫を想
定）を試算

 ● 過去の洪水被害の実績から試算。被害の程度
を把握するため、保険適用を考慮せずに試算

57億円  ● 気候変動により収量が低下したことのみによ
る原価上昇を試算

 ● 試算対象はSEJの仕入れ金額構成から「米、
海苔、畜産物（牛肉、豚肉、鶏肉、卵）」を選定
米：22.3億円、海苔：19.3億円、畜産物：15.4
億円

財務インパクトの詳細は、気候・自然関連情報報告書p.12をご覧ください
https://www.7andi.com/library/sustainability/pdf/
environment/TCFD_TNFD_2025.pdf
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環境：TCFD・TNFDに基づく環境情報の開示

自然資本に関わるリスク・機会と対応策

当社グループの全事業会社およびサプライチェーンを対象

に、事業がどのように自然と関連しているかを分析しました。

当社グループは、「食」を中心とした事業を行っていることか

ら、サプライチェーン上流の「農業」、なかでもグループ全体で

取扱量が多く、かつ自然への影響が大きい「コーヒー豆」と、

事業機会が期待される「米」の2原材料を選定し、TNFDが推

奨するLEAPアプローチに沿って、より詳細な自然への依存・

影響の評価を実施しました。

コーヒー豆 米

Locate
自然との接点の発見

SEJ、SEI、「セブンプレミアム」の調達国を対象に、「生態学
的な繊細さ」と「事業上の重要性」の2軸で評価と整理

米の調達量が最も多いSEJの調達地域を対象に、県レベルで「生
態学的な繊細さ」と「事業上の重要性」の2軸で評価と整理

Evaluate
依存と影響の診断

コーヒー豆の調達量が最も多いSEJの調達先上位5カ国
（ブラジル、コロンビア、タンザニア、グアテマラ、エチオピ
ア）における自然への依存と影響を調査

米において着目すべき影響要因と生態系サービスを抽出し、県単
位で生産地の自然への依存と影響を調査

Assess
リスクと機会の評価

お取引先からの知見も反映し、自然への依存と影響からリス
ク・機会を整理。最も影響があると考えられるコーヒー豆の
収量減少について、農協・農園レベルで分析し、財務インパ
クトを試算。機会に関しては、環境負荷の少ないコーヒー豆
の調達による、消費者のブランドロイヤルティの向上や、自
然災害対策の実施によるレジリエンスの向上などを特定
●2050年の財務インパクト試算（SEJ）

245億円～497億円（売上減少額）

自然への依存・インパクトからリスク・機会を整理。最も影響があ
ると考えられる気温上昇や降雨パターンの変化、病害虫の発生増
加に伴う品質（一等米比率）の低下について財務影響を試算。機
会については、生産者の方々との連携や支援・新しい技術の導入・
商品開発等を通じた機会などを特定

●2050年の財務インパクト試算（SEJ）
13億円～322億円（サプライチェーン上の調達費用の増加額）

Prepare
対応や報告の準備

現在取り組んでいる産地支援の充実をはじめ、ステークホル
ダーとも連携しながら検討していきたい対応策の方向性を、
「サプライチェーンマネジメント」「生産地支援」「研究開発協
力」「調達先の選定」「原材料の見直し」の5分野に整理

新農法の導入や品種改良などの生産者の方々への支援を検討して
いくなど対応策の方向性を、「サプライチェーンマネジメント」「生
産地支援」「調達先の見直し」「原材料の見直し」「機会の活用」の5
分野に整理

セブンカフェの産地支援

SEJでは、農園～調達～輸入～焙煎～販売まで、バリューチェーン全体で持続可
能な調達を目指して産地支援の取り組みを進めています。産地支援の内容は、産地
との対話を通じて、それぞれの産地のニーズに合ったものになるよう努めています。
例えば、小規模農家が多数を占めるタンザニアについては、コーヒー豆を天日乾
燥させるために作られた棚（アフリカンベッド）、コーヒーの木を直射日光から守る
シェードツリー（日陰樹）の苗木の寄贈により、品質および収穫量向上による農家
の収入改善を目指しています。
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● 直接操業の事業　　● 上流の事業　　● 下流の事業

■当社グループの主な事業と自然への依存と影響（2024年度分析）

自然資本に関わるリスク・機会と対応策の詳細は、気候・自然関連情報報告書
p.15をご覧ください
https://www.7andi.com/library/sustainability/pdf/
environment/TCFD_TNFD_2025.pdf コーヒーのLEAPアプローチの詳細は、気候・自然関連情報報

告書p.18をご覧ください
 https://www.7andi.com/library/sustainability/pdf/
environment/TCFD_TNFD_2025.pdf

米のLEAPアプローチの詳細は、気候・自然関連情報報告書p.25を
ご覧ください
https://www.7andi.com/library/sustainability/pdf/
environment/TCFD_TNFD_2025.pdf
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環境：TCFD・TNFDに基づく環境情報の開示

移行計画の策定

当社グループでは、優先して取り組み実現すべき社会の姿を

7つの重点課題として定め、重点課題3では、「地球環境に配慮

し、脱炭素・循環経済・自然と共生する社会を実現する」と掲げ

ています。2019年には、環境宣言『GREEN CHALLENGE 

2050』を策定・公表しました。脱炭素社会、循環経済社会、

自然共生社会の3つの社会への移行に向けて、「CO2排出量

削減」「プラスチック対策」「食品ロス・食品リサイクル対策」

「持続可能な調達」の4分野で、2030年の目標と、2050年

の目指す姿を定めています。

現在、目指すべき3つの社会に向けた個別のロードマップ

を作成し、取り組みを進めています。特に自然移行計画につ

いては、TNFDが2024年にディスカッションペーパーを公

表しており、2025年 1 1月には、正式にガイドラインを発行し

ています。このガイドラインに学び、実効性のある移行計画と

なるように、内容の充実を図ります。

また、気候変動と自然資本がさまざまなトレードオン、ト

レードオフの関係にあることと同様に、資源の循環に関して

も、気候変動、自然と密接に関わっており、今後はそうした相

互の影響関係を考慮し、総合的な視点で移行計画をブラッ

シュアップしていきたいと考えています。

CO2排出量削減

2025

脱炭素社会

循環経済社会

自然共生社会

2030環境宣言
『GREEN CHALLENGE 2025』

目標 目指す姿
2050（年度）

従業員による省エネ推進、
店舗における省エネ設備の導入など省エネ

50%
削減 実質ゼロ

（グループの
店舗運営に
伴う排出量）

環境配慮型
容器包装

50%

食品廃棄物
発生原単位※1

50％削減
（2013年度比）

環境配慮型
容器包装
100%

食品廃棄物
発生原単位※1

75％削減
（2013年度比）

持続可能な
調達
50％

ネイチャー
ポジティブ

持続可能な
調達

100％

自然と調和
した社会

店舗オフサイトPPAなどを通した
再エネ電力調達

オリジナル商品の環境配慮型素材使用拡大、
包材の減容化、環境配慮型素材への置き換え、
包材のリサイクル

食品廃棄物発生量の削減
お客様と連携した取り組みの推進

持続可能な調達の拡大、認証商品の販売
持続可能性に配慮した原材料の基準運用
生産地支援：
　生産性向上、再生農業導入、温室効果ガス削減、
　営農型太陽光発電の導入
新商品・代替商品の開発・導入
持続可能な原材料の価値発信

食品
リサイクル率

70%

食品
リサイクル率

100%
食品リサイクル率向上
発生量抑制、肥料化・飼料化および食品寄付

再エネ
調達

資源循環資源循環　店頭資源回収、リサイクル事業出資
資源回収・リサイクル：

　【セブン-イレブン記念財団】
　環境団体助成、森林保全、海の保全、OECM※2

自然の回復支援活動：

店舗への太陽光パネルの設置創エネ

お取引先との協働・低炭素商品の提供スコープ3削減

緩和策・適応策

緩和策・適応策

対応策

サプライチェーンに
おける
資源の有効活用・
資源循環の
取り組み拡充

プラスチック
対策

食品ロス・
食品リサイクル
対策

持続可能な調達

お取引先と協働し、
新たな取り組みを
積極的に推進

ステーク
ホルダーとの
連携で取り組みを
拡充

※ 1  売上百万円当たりの発生量　
※2 保護地域以外で生物多様性の保全に資する地域

移行計画の詳細は、気候・自然関連情報報告書p.29をご覧ください
https://www.7andi.com/library/sustainability/pdf/
environment/TCFD_TNFD_2025.pdf
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環境：TCFD・TNFDに基づく環境情報の開示

国内のセブン-イレブン店舗では、作業状
況に応じた照明のオン・オフなど、店舗に
おける省エネ活動を「省エネ対策重点6項
目」にまとめています。また店内照明の
LED化や断熱効果のあるペアガラスの採
用といった省エネ設備の導入を進めてい
ます。

国内のセブン-イレブン9,000以上の店
舗に太陽光パネルを設置しています
（2025年2月末現在）。通常時における電
気使用量の補完のほか、災害・緊急時対
応のエネルギーの一部としても活用でき
るようにしています。

国内では、オフサイトPPAにより再生可
能エネルギー由来の電力を長期安定的
に調達。また北米では、再生可能エネル
ギー供給契約を推進する取り組みを進め
ています。

省エネ 創エネ 再エネ調達

当社グループのCO2排出量の約95%は、電力に由来し

ています。そのため事業基盤である地域社会の各店舗に

おいて、省エネルギー化を図り電気使用量を削減し、店舗

でつくったエネルギーを自家消費する取り組みを優先して

進めています。それでも賄えない部分については、再生可

能エネルギーを長期安定的に調達することで、店舗運営

に伴うCO2排出量の削減に取り組んでいます。

さらなる再生可能エネルギーの調達拡大を目的に、
「株式会社セブン＆アイ・エナジーマネジメント」を
2024年8月に設立しました。小売電気事業者とし
て、より幅広い再生可能エネルギー調達の体制を構
築することで、当社グループ内のみならず、お取引先
との協業を含めたサプライチェーン全体での脱炭素
化の促進を目指しています。

当社グループが目指す脱炭素社会の実現のため、製造・配送・販売が一
体となったサプライチェーン全体での脱炭素化の取り組みを進めてい
ます。2023年4月からは「再生可能エネルギーの利活用における小売
業サプライチェーン脱炭素化循環モデル事業」が東京都の支援事業に
採択され、実証実験を開始しています。現在、都内のグループ店舗のほ
か、お取引先である食品工場や物流
センターを拠点として、太陽光パネ
ル、蓄電池、EV充電器などの設置や、
電気使用量の見える化によるエネル
ギーマネジメントを推進しています。

※  対象事業会社10社合計（SEJ、SEI、IY、YB、SG、AH、DJ、LO、PDL、
CL）

CO2排出量削減

100

34.4%
削減

36.0%
削減 50%

削減
（目標）

実質ゼロ
（目標）

2013 2023 2024 2030 2050（年度）

 ■店舗運営に伴うCO2排出量の削減率（2013年度比）

再エネ調達拡大を目的に 
小売電気事業会社を設立

サプライチェーン全体で脱炭素化を促進
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環境：TCFD・TNFDに基づく環境情報の開示

「セブンプレミアム」では、容器包材のプラ
スチック使用量の削減に取り組んでいま
す。一例として、珍味などで使用していた
プラスチックトレイの廃止など、商品規格
を見直し、不要なプラスチックの削減に取
り組んでいます。

「セブンプレミアム」では、ウェットティ
シューの本体ボトルを従来の石油由来の
プラスチック製から、お客様から回収した
ペットボトルキャップを原料としたリサイ
クル素材への切り替えを進めています。
※ 2025年下期から順次切り替え予定

SEJでは、2025年10月から、軽食（パス
タ）の容器を従来のプラスチック製から紙
製に切り替え、年間で約370トンのプラス
チック使用量削減※を見込んでいます。ま
た、ざる蕎麦などの冷たい麺の容器にリ
サイクルPET素材を活用するなど、環境
配慮型素材への切り替えを進めています。
※ 2023年度の実績から算出

当社グループは、循環経済社会（サーキュラーエコノ

ミー）の実現を目指して、オリジナル商品の容器包材につ

いて、リサイクルプラスチックや紙などの環境配慮型素材

への転換を推進しています。お客様、お取引先、地域行政

と連携し、資源の店頭回収・リサイクルに取り組むととも

に事業活動のなかで発生するプラスチック全般の削減に

も取り組んでいます。

※  バイオマス・生分解性・リサイクル素材・紙など。セブンプレミアムを含む
オリジナル商品を取り扱う７社（SEJ、SEI、IY、YB、AH、DJ、PDL）

SEJでは、2024年度実績で、累計4,268台の回収機を設置
し、約2億1,000万本相当のペットボトルを回収しました。
2015年より、全国各地の自治体やさまざまな連携企業、加盟
店や地域の皆様のご理解のもと、回収機の設置を進めてきま
した。そして2025年10月には、47都道府県のエリアに回収
機を設置することができました。投入されたペットボトルは、
再び新しいペットボトルの原料に
リサイクルされています。

SEIでは、サンドイッチの三角パッケージに使用済みリサイク
ル素材（PCR※1）を採用しています。2024年は「リサイクル材
料インクルージョン」プログラムにより、パッケージのデザイン
を見直しました。PCRの配合比率を25%に引き上げること
で、バージンプラスチックの使用量を年間で
約8.9トン削減※2しました。

ペットボトル回収機を47都道府県に設置完了 使用済みリサイクル素材の利用を拡大

リデュース リサイクルリプレイス
プラスチック対策

※1  PCR(Post Consumer Recycled)とは、消費者が
使用したプラスチックなどを回収し再資源化すること

※2  2023年比、Plastic Ingenuity Trayak COMPASS 
LCA Platformに基づき算出

1％未満

39.1%
使用

37.7%
使用

50%
使用
（目標）

100％
使用
（目標）

2013 2023 2024 2030 2050（年度）

23年度＝34.4%
24年度＝36.0%
（SEI込み）

■オリジナル商品で使用する容器の環境配慮型素材※の
使用比率（重量ベース）

※ 画像はイメージです
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SEJでは、2023年10月よりご家庭で
余った食品を地域の支援団体などに寄
付する「フードドライブ」を、さいたま市
内約120店舗で開始しました。また、日本全国の各自治体の
社会福祉協議会と連携し、店舗改装時などに発生する在庫商
品の一部を寄贈。社会福祉協議会を通じて、各種支援団体や
子ども食堂などに提供しています。食にお困りの方を支援する
とともに、世の中の食品ロスの削減につなげています。

SEIは2023年、カナダ地域にて
「安全な食品の廃棄防止」プロジェ
クトを開始。食品ロス削減と食料
困難層支援を目的に「Too Good To Go」と提携。割引食
品を提供する「サプライズバッグ」施策で新規顧客獲得・環境
保護・社会貢献を実現し、2024年現在、カナダ全土で440
店舗以上がこのプログラムを提供し、167,000食以上の食
品を廃棄することなく活用しました。

環境：TCFD・TNFDに基づく環境情報の開示

国内のセブン-イレブンの店舗では、消費
者庁、農林水産省、環境省と連携し、「て
まえどり」を推進しています。店舗に啓発
物を掲出し、すぐに召し上がる予定で食
品をご購入されるお客様に対して、手前
に置いてある商品から選んでいただくよ
う促すことで、食品ロス削減を目指してい
ます。

SEJでは2024年度、新たな取り組みとし
て「エコだ値（値下げ販売）」を導入しまし
た。おいしさを維持しつつ商品の消費期
限を延長する長鮮度化や、「てまえどり」
を推進してきましたが、「エコだ値」はお客
様とともに食品ロス削減に取り組む新し
い値下げのスタイルです。「エコだ値」の
推進により、社会課題である食品ロス削
減に取り組んでいきます。

これまで商習慣として、商品を製造日から
賞味期限の「3分の1」が経過する前までに
店舗へ納品する「3分の1ルール」で運用し
ていましたが、2012年以降は、食品ロス
削減の取り組みとして一部のカテゴリー
の商品を対象に製造日から賞味期限の半
分までに納品期限を緩和する「2分の1」に
見直しました。

売上の多くを食品が占める当社グループでは、食品廃

棄物の発生抑制を第一優先に取り組みを進めています。

この取り組みは、自社の活動にとどまらず、関係省庁やお

取引先、お客様にも連携・参加していただき、サプライ

チェーン全体での発生抑制を目指しています。また、各施

策に取り組み、やむを得ず発生してしまった食品廃棄物

は、食品リサイクルに努めています。

※1  売上百万円当たりの食品廃棄物発生量
※2  食品関連事業会社5社（SEJ、IY、YB、SG、DJ）

食品ロス・
食品リサイクル対策

商品寄付
フードドライブをさいたま市で開始

SEIの食品ロス削減対策として
Too Good To Goと提携

30.6%
削減

33.7%
削減 50%

削減
（目標）

75%
削減
（目標）

100

2013 20232022 2030 2050
（年度）

64.0%
66.6%70%

（目標）

100%
（目標）

47.9%

2013 20242023 2030 2050
（年度）

■食品廃棄物の発生量※1、※2 ■食品リサイクル率※2

発生抑制：てまえどりの推進 発生抑制：納品期限の緩和発生抑制：エコだ値の導入
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大豆生産者とのエンゲージメントを強化

環境：TCFD・TNFDに基づく環境情報の開示

人気商品、セブンプレミアム「チョコっとグ
ミ」には、ココアホライズン財団の取り組
みを支援するチョコレートを使用していま
す。同財団は森林破壊防止、児童保護の
促進、アグロフォレストリーや持続可能な
農法を通じて、カカオ生産者の生活向上
や環境の保全を目指しています。

「セブンプレミアム」は、陸上養殖で生産し
たすじ青のりを使用した商品を全国のセ
ブン-イレブン店舗で販売。持続可能な生
産を推進するベンチャー企業を応援してい
ます。また当社グループの商品調達部門
は、海の気候変動の影響などに関する合
同勉強会にも参加し、海の課題について学
びを深めています。

国内のセブン-イレブン店舗で販売してい
るフライヤー商品「ななチキ」「揚げ鶏」で
使用する鶏は、ストレスが少なく快適な平
飼いの環境で飼育されています。また同
様に「セブンプレミアム こだわり新鮮平飼
いたまご」の販売も引き続き拡大していき
ます。

原材料調達をめぐり、気候変動、自然資源の枯渇や生

物多様性の損失などの深刻な環境問題や、児童・強制労

働をはじめとする人権問題・社会問題が顕在化していま

す。世界中から多くの原材料を調達している当社グルー

プは、ステークホルダーと連携しながら、サプライ

チェーン全体で持続可能な調達に真摯に取り組んでいま

す。SEJでは、地産地消の商品づくりにも取り組んでい

ます。

※  セブンプレミアムを含む。食品関連事業会社5社（SEJ、IY、YB、DJ、
PDL）。2023年度から集計範囲を変更。

TNFDで開示した分析に加え、リスクの高い原材料について
トレーサビリティの確認やサプライヤーとの連携を強化してい
ます。当社グループが使用する食用大豆に関しては、当社の商
品調達担当者が直接生産者
と対話を行い、肥料削減や節
水、不耕起栽培といった低環
境負荷の農法を現地で学んで
います。また、大学や研究機
関とも新たな品種について意
見交換を行っています。

SEAは、国際フェアトレード認証のコーヒー豆を使用し、気
候変動や人権問題の解決に寄与しています。2022年10月
以降、年間5千万杯以上販売するすべてのコーヒーに認証豆
を採用しました。これにより、環境配慮型のコーヒーを提供
するとともに、ブラジルやインドの生産者が公正な労働条件
や安定した収入を得られるよう支援しています。また、フェア
トレード・プレミアム（奨励金）を通じて
高品質な豆の栽培、気候変動対策、地
域インフラ整備にも寄与しています。

国際フェアトレード認証を取得したコーヒー豆を採用

アメリカ大豆輸出協会（USSEC）様
のご協力のもと生産者と対話

持続可能な調達
農産物 水産物 畜産物

1％未満

16.8％
使用

20.9％
使用

50％
使用
（目標）

100％
使用
（目標）

2013 2023 2024 2030 2050（年度）

■オリジナル商品※で使用する持続可能性が担保された
食品原材料の使用比率
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環境：TCFD・TNFDに基づく環境情報の開示

環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』

当社グループが目指す社会である「地球環境に配慮し、脱

炭素・循環経済・自然と共生する社会」の実現に向け、『GREEN 

CHALLENGE 2050』では、2030年の目標、2050年の

目指すべき姿を具体的な数値として定めています。

コアグローバル指標

TNFDが提示するコアグローバル指標の中から、当社グ

ループの依存・影響およびリスク・機会と関連し、データが入

手可能なもの、また、TCFDや『GREEN CHALLENGE 

2050』などの取り組みを通じて当社グループが環境関連指

標として管理している指標を整理しました。

今後、自然関連の指標に関しては、特に、サプライチェーン

の各ステークホルダーに協力を求めながら、データの把握と

開示に努めていきます。

測定指標
番号

自然の変化
の要因 指標 測定指標内容

－ 気候変動 温室効果ガス（GHG）排出量 スコープ1,2排出量：当社ウェブサイト「環境マネジメント」に記載
スコープ3排出量：当社ウェブサイト「サプライチェーンマネジメント（環境）」に記載

C1.0 陸／淡水／
海洋の利用
変化の範囲

総空間フットプリント 組織が支配／管理する総表面積：（店舗）8,839,388m2（日本・海外CVS合計）
C1.1 陸の利用変化の範囲 店舗運営により改変された総面積：

市街地を中心に出店するという事業特性上、基本的に存在しないと認識
LEAPアプローチの分析に用いたコーヒー豆・米の単位面積当たりの平均収量：
（コーヒー）908kg/ha（FAO STAT）　（米）537kg/10a（農林水産省資料）

生態系の保全または回復を自主的に行った陸域 一般財団法人セブン-イレブン記念財団は、2006年より「セブンの森・セブンの海
の森」づくりなどの活動を通じて、地域一体型の環境保全を進めている（https://
www.7midori.org/midori/）

持続可能な形で管理されている海域 一般財団法人セブン-イレブン記念財団は、2018年から大阪府阪南市、特定非営
利活動法人大阪湾沿岸域環境創造研究センターと協力して、アマモの保護保全活
動を行う「阪南セブンの海の森」プロジェクトに取り組んでおり、2023年、自然共生
サイトに認定、OECMに登録（https://www.7midori.org/topic202209/）

C2.0 汚染／
汚染除去

土壌に放出された汚染物質の種類別総量 国内事業における小売店舗での土壌への汚染物質の放出は確認されていない
C2.1 排出された廃水 サステナビリティデータブック「排水量」に記載
C2.2 廃棄物の発生と処理 食品ロス・食品リサイクル率：

当社ウェブサイト「環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』4つのテーマ別　
進捗状況」に記載
その他廃棄物：サステナビリティデータブック「廃棄物」に記載

C2.3 プラスチック汚染 オリジナル商品で使用する容器の環境配慮型素材の使用比率：
当社ウェブサイト「環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』4つのテーマ別　
進捗状況」に記載
ペットボトル回収機による回収量：
当社ウェブサイト「資源の有効活用 ペットボトル回収機の設置台数と回収量」に記
載

C2.4 温室効果ガス以外の大気汚染物質総量 小売業という事業特性上、温室効果ガス以外の大気汚染物質は排出していないと
認識

C3.0 資源使用／
補充

水不足の地域からの取水量と消費量 試算中
C3.1 陸から調達する高リスク天然一次産物の量 持続可能な食品原材料の使用比率：当社ウェブサイト「環境宣言『GREEN 

CHALLENGE 2050』4つのテーマ別進捗状況」に記載
C4.0 侵略的外来

種とその他
プレースホルダー指標（侵略的外来種対策） 詳細基準が未確定のため試算未実施

C5.0 自然の状態 プレースホルダー指標（生態系の状態） 詳細基準が未確定のため試算未実施
プレースホルダー指標（種の絶滅リスク） 詳細基準が未確定のため試算未実施

C7.0 リスク・
機会

自然関連の移行リスクに対して脆弱であると評価される資産、負債、収益お
よび費用の金額

TCFDシナリオ分析において、脱炭素シナリオ（1.5℃～2℃）における炭素税の
インパクトを試算

C7.1 自然関連の物理的リスクに対して脆弱であると評価される資産、負債、収益
および費用の金額

TCFDシナリオ分析において、温暖化進行シナリオ（2.7℃～4℃）における自然災
害による被害および原材料価格上昇のインパクトを試算
TNFD分析において、コーヒー・米の売上減少や調達費用の上昇に関するインパ
クトを試算

C7.2 自然関連のマイナスのインパクトにより当該年度に発生した重大な罰金、
罰、訴訟の内容と金額

2024年度、国内自社事業内において、自然関連影響に起因する重大な罰金、罰、
訴訟は確認されていない

C7.3 関連する場合には、政府または規制当局のグリーン投資タクソノミー、 ある
いは第三者機関である産業界またはNGOのタクソノミーを参照し、機会の
種類別に、自然関連の機会に向けて展開された設備投資、資金調達、また
は投資の金額

SEJは、セブンカフェのコーヒー豆調達国へ産地支援を実施
（https://sustainability.sej.co.jp/action/000496/）

C7.4 自然に対して実行可能なプラスのインパクトをもたらす製品およびサービ
スからの収益の増加とその割合、ならびにそのインパクトについての説明

認証商品は取り扱っているが、インパクトの試算・実証は未実施

指標と目標

詳しくは、当社Webサイトをご覧ください
https://www.7andi.com/sustainability/policy/
environment_03.html
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社会：人財政策・人的資本の取り組み

持続可能な成長を支える 
人財・組織基盤のアップグレード

当社は、2025年9月よりCVS事業へ特化したことを機に、

本社組織の抜本的なアップグレードに取り組んでいます。ガバ

ナンス、人財、DX、サプライチェーンなど、グローバルで通用

する機能を備えた組織体制を実現することで、世界の

7-Elevenの成長を力強く支えるとともに、効率化によるコス

ト削減や意思決定スピードの向上を目指しています。

グローバル成長を実現するためには、社会や市場環境が急

速に変化するなかで、最も重要な資産である「人財」の力を最

大限に引き出し、成長を支える基盤を強化することが不可欠

です。当社はこれまで、価値ある新しい商品やサービスの提供、

それらを支える物流やシステムの変革に挑戦し、強みである徹

底力を活かして業界を牽引してまいりました。しかし近年、イ

ノベーションのスピードが鈍化し、創業の理念から少しずつ遠

ざかっていた側面があることを真摯に受け止めています。

新たなイノベーションを生み出すためには、風通しの良い

組織カルチャーを構築し、多様な視点を柔軟に受け入れ、相

互理解と信頼関係を深めながら健全に意見を交換し合うこと

が重要です。当社グループでは、「挑戦・革新し続けるカル

チャーの醸成」「働きがい・働きやすさの向上」「戦略実現のた

めの人財育成・採用」という3つの柱を掲げてさまざまな取り

組みを進めていますが、組織カルチャーの醸成や従業員の働

きがい向上といった分野では、効果が表れるまでに時間を要

するものも多く、さらなる努力が必要です。

また今後は、グローバル人財の採用や育成についても強力

に推進してまいります。国や地域を横断したタレントマネジ

メントを進め、人財交流を活発化させることで、グローバル人

財の育成を加速させます。グループの形が変わった今だから

こそ、スピード感を持って次世代の成長を支える基盤を築い

てまいります。

サプライチェーンの持続可能性向上を目指して
近年、人権に関するステークホルダーからの要請が一層高

まるなか、当社グループは、国際的な原則やガイドラインに則

り、人権デュー・ディリジェンスを着実に推進しています。特

に、サプライチェーンにおける人権リスクへの対応は重要な課

題と認識しており、毎年CSR監査を実施するとともに、取引

先への啓発活動を継続的に展開しています。

また、グループ従業員や加盟店従業員の人権保護に向けて

も、さまざまな施策を実施しています。2024年度には「カス

タマーハラスメントへの考え方」を策定し、店舗で働く従業員

の人権を守り、安心して働ける職場環境の実現に向けた取り

組みを強化しました。さらに、SEJでは加盟店従業員の相談

を受け付ける窓口のテスト運用も開始しています。

これらの人権に関する取り組みを通じて、サプライチェーン

全体の持続可能性を向上させるとともに、加盟店の従業員が

安心して働ける環境の整備を支援することで、当社グループ

の社会的価値および経済的価値のさらなる向上に努めてまい

ります。

代表取締役副社長
最高管理責任者（CAO）

木村 成樹

社員が活躍できる組織基盤を
整えるとともに、
グローバル人財の育成に取り組み、
持続的成長と社会的責任の
両立を目指します。

CAOメッセージ
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理念浸透

社是に掲げる「信頼と誠実」の精神への理解を深め、挑戦・革

新し続けるカルチャーを継承・浸透させるため、グループの人

財育成拠点である伊藤研修センターでは「グループ理念研修」

を実施しています。同研修センターに併設した史料室では、グ

ループ理念や挑戦・革新の歴史を学ぶことができます。2024

年度の「グループ理念研修」には、当社従業員をはじめグループ

会社の従業員約550名が参加しました。各国のライセンシー

の方々にも来館いただいており、理念を共有することで、挑戦と

革新を続ける企業文化を世界へ広げています。

また、SEJでは、入社後、トレーニングストア（直営店）にて実

際に経営者（店長、副店長）として、店舗を経営する期間を設け

ています。この現場での実践は、挑戦の機会であると同時に、グ

ループが大切にする「お客様の立場に立つ」という基本姿勢を

体得し、日々の行動に浸透させる場となっています。こうした

研修や実践を通じて、現場力とお客様視点を兼ね備えた人財

を育成しています。

社会：人財政策・人的資本の取り組み

経営戦略と連動した人財政策

当社グループでは、創業以来、「信頼と誠実」の精神に基づ

き、挑戦・革新をし続けることで、新たな価値を共創する人財を

育成してきました。その人財こそが当社グループの成長の源泉

であるという考え方は普遍的なものです。そしてこれからの不

確実性の高い社会にあって、当社グループが世界トップクラス

のリテールグループへと進化していくうえで、より一層人財の

成長に注力していくことは不可欠であることから、今後の成長

戦略を踏まえて3つの人財政策を重点的に進めています。

1．挑戦・革新し続けるカルチャーの醸成

2．働きがい・働きやすさの向上

3．戦略実現のための人財育成・採用

より変化が激しく予測困難な時代に、お客様のニーズに応

え続けるためには、今まで以上に従業員一人ひとりが主体性

を発揮した挑戦を続けられるような組織づくりが求められま

す。創業の精神を持ちな

がら、時代の変化に果敢

に挑戦するというカル

チャーの醸成を進めてい

きます。

対話と称賛で築く挑戦と革新の組織カルチャー

SEJでは、行動基準・思考基準（思考行動）であるバ

リューを定めています。このバリューは「1．挑戦・変革」「2．

自律・自立」「3．共創・共感」「4．信頼・誠実」「5．感謝・貢献」

の5つからなり、各従業員がそれらを体現できるよう新しいカ

ルチャーをつくり上げるプロジェクトをスタートさせていま

す。社内だけでなく、外部から講師を招いて新しい視野や視

座を得るとともに、従業員のコミュニケーションのあり方を変

え、風通しの良い職場づくりを図っています。

さらに、従業員同士のつながりを深め、組織全体で感謝や

称賛の文化を育むために、従業員表彰制度を導入しています。

この制度では、受賞者が全従業員の投票によって決定され、

エントリーしたチームや個人には称賛・応援メッセージが届く

仕組みです。表彰式ではエントリー者および受賞者を祝福し

ながら、互いに称え合い、感謝を伝え合う場をつくり、挑戦と

革新を称賛する職場づくりにつなげています。

人財政策1． 

挑戦・革新し続けるカルチャーの醸成

従業員表彰後の様子グループ理念研修の様子伊藤研修センター 史料室
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社会：人財政策・人的資本の取り組み

多様な人財が活躍できる風土の醸成

当社グループでは多様な人財一人ひとりが活躍・挑戦でき

る組織づくりのため、DEIを推進しています。

国内においては、当社にDEI推進プロジェクトを設置し、施

策方針を示して各社の活動をサポートしています。特に、課題

の一つである女性の活躍推進について、当社の目標を2026

年2月末時点において「女性執行役員比率30%」「女性管理職

比率（課長級・係長級30%）」としています。また、女性管理職

候補者の育成を目的とした「女性エンカレッジメントセミナー」

を2021年より開催しています。同セミナーでは、経営幹部が

経営方針などを伝え、参加者同士でディスカッションを行いま

す。すべてオンラインで実施することで、エリアに関わらず全

国各地から参加でき、育児時短勤務中の女性従業員も多数参

加しています。普段の業務とは異なる視点・視座から話を聞く

この取り組みは、参加者の成長意欲を高める機会になってい

ます。セッションを通じ、その人らしいリーダーシップの発揮

の仕方を後押しすることで、今後の成長や挑戦をエンパワー

メントするとともに、受講者同士のつながりを構築することを

目指しています。

SEJでは、加盟店

オーナー様に、さま

ざまな経営カウンセ

リングを行うOFC

（オペレーション・

フィールド・カウンセ

ラー：店舗経営相談員）の積極的な女性従業員の登用を進め

ています。全国各地区で女性OFCやOFCを目指す直営店勤

務従業員を対象とした勉強会を開催し、お互いが悩みを共有

したり、先輩従業員に相談したりする機会を増やしています。

また、新入社員研修では、パラアスリートを講師に迎え、障

がいのあるお客様への配慮を学ぶプログラム「あすチャレ！」

を実施しています。入社早期から現場で活きる実践的な視点

を育成し、サービスの質向上を目指しています。さらに、精神

的な健康や発達障がいについての理解を深めるために「しご

とサポーター養成講座」の受講を推進しており、2025年度に

は120名が受講予定です。この取り組みにより、社内の支援

体制と心理的安全性の向上を図っています。

管理職向けにはユニバーサルマナー検定3級の取得を積極

的に推進しており、2025年2月末時点で962名が取得済みで

す。これにより、お客様一人ひとりの状況に寄り添った対応力の

向上を目指し、ノーマライゼーションの考え方を浸透させ、日常

のマネジメントに反映できるよう研修と対話を継続しています。

SEIは、すべての人が受け入れられ尊重される職場環境の実

現を企業理念の柱としています。その中核的な取り組みが、従

業員主導のボランティアグループ「Associate Business 

Resource Group（ABRG）」です。ABRGは、共通の経験

や価値観を持つ仲間が自発的に集まり、互いに学び合い、成長

を支援するコミュニティです。メンバーは、自らの経験を共有し

ながら、リーダーシップや戦略立案、プロジェクト管理などのス

キルを実践的に習得します。さらに、メンタリングやネットワー

キング、地域貢献活動を通じて、職場内外でのつながりを強化

しています。互いの多様な背景を尊重するこの取り組みは、従

業員の帰属意識を向上させ、未来のリーダー育成にもつながっ

ています。ABRGは活動領域を広げ、参加者も増加しており、

誰もが生き生きと働ける環境づくりを加速しています。実際に、

参加者の89％が「ABRGへの参加によって会社への参画意識

が高まった」と回答しています。

2021 2022 2023 2024 2025
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役員※２、４ 執行役員※２、３ 部長※１ 課長※１ 係長※１

21.2
15.7

 ■女性執行役員・管理職比率の推移

リモートによる女性エンカレッジメントセミナー
の様子 ABRG（Associate Business Resource Group）のメンバー

※1   毎年2月末現在の数値、グループ8社（当社、SEJ、IY、YB、AH、DJ、
LO、7BK）合計。ただし、2022年以前はSSを含み、LOは含まない

※2  毎年5月末現在の数値、グループ4社（当社、SEJ、IY、YB）合計。ただし、
2022年度以前はSSを含む

※3 取締役を兼務する執行役員は除く
※4 役員は取締役、監査役、執行役員の合計
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社会：人財政策・人的資本の取り組み

従業員の主体性が十分に発揮できる環境と、それを実感で

きる働きがい・働きやすさの向上を目指しています。多様な従

業員が働きやすく、活躍できる環境づくりのためには、従業員

一人ひとりの価値観に合わせたきめ細かな対応と制度拡充が

必要になると考えています。

従業員との対話を通じた働きがいの醸成

当社グループでは、従業員と経営陣とのダイレクトなコミュ

ニケーションを大切にしています。当社およびSEJでは、社長

とのカフェミーティングや役員とのダイアログセッションなど

を実施しており、会社が目指す方向性や経営陣の考えを理解

したうえで、一人ひとりがありたい姿を明確にできるコミュニ

ケーションの場をつくっています。

SEIにおいても、従業員との対話を重視し、各部門でタ

ウンホールミーティングを開催しています。この場では、会社

全体の動向や部門の優先事項を共有し、従業員からの質問に

リアルタイムで対応

することで、情報の

透明性と納得感を

高め、変化する戦

略や業務方針をタ

イムリーに伝達で

きるようになっています。こうした継続的な対話の仕組みは、

働きやすさの向上だけでなく、自らの役割に意義を見出す「働

きがい」の醸成にもつながっています。

挑戦する従業員を応援するためのキャリア形成支援

国内グループ各社では、従業員一人ひとりのありたい姿の実

現に向けて、定期的に自身のキャリアを考える機会を設けてい

ます。また、自己申告の仕組みや上長などとの面談を通じて、

従業員による主体的なキャリア形成の支援も進めています。

SEJでは、自ら挑戦する意欲のある人財が、その能力やスキ

ルを十分に発揮できるよう、他部署・他の職種への立候補制度

を設けています。

また、従業員のセカンドキャリアを応援するため、加盟店オー

ナーへの転身を支援する制度を設けています。この制度では、

従業員が新たな生活設計を具体化できるようサポートし、その

一環として加盟店オーナーへの転身を選択肢の一つとして提

供しています。

従業員の健康増進とワークライフバランスの支援

当社グループは、従業員が健康で前向きな気持ちで仕事が

できる職場環境の整備に取り組んでいます。従業員の健康増

進が会社全体を活性化させ、さらに「生活の質（QOL）」向上

にも寄与するものととらえ、社員一人ひとりの積極的な健康

増進の取り組みを支援しています。

国内グループ各社では、健康維持・増進に向けて、定期健

康診断の二次検診受診率の向上に向けた取り組みのほか、

ウォーキングイベント「歩fes.」の定期開催などの取り組みを

実施し、健康・運動習慣が浸透するよう取り組んでいきます。

また、出産・育児、介護などのライフイベントの変化があっても

安心して勤務を継続できるよう、さまざまな制度を運用していま

す。SEJでは、両立支援の一環として男性の育児休業取得を促

進しており、全従業員向けに取得者の事例紹介を行うことでロー

ルモデルの可視化を進めています。この取り組みにより職場の

理解を拡充し、性別に関わらずキャリアとライフの両立を支える

企業文化の定着を進めています。

人財政策2． 

働きがい・働きやすさの向上

経営陣とのダイレクトコミュニケーションの様子

タウンホールミーティングの様子

（%）
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 ■男性育児休業取得率

※  グループ8社(当社、SEJ、IY、YB、AH、DJ、LO、7BK)合計。ただし、
2022年度以前はSSを含み、LOは含まない
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社会：人財政策・人的資本の取り組み

グローバル成長を実現するため、戦略を担う優秀な人財を

確保し、計画的に育成し、その能力を最大限発揮できる仕組

みを整備していきます。

人財戦略とグローバル人財の採用

グローバル戦略を推進するためには、グローバル視点で考

えながらも、ローカルの特性を理解して適応し、現地で戦略を

実行できる人財の確保と育成が不可欠です。将来、グローバ

ルでの高いパフォーマンスが期待できる人財に、異文化対応

力やリーダーシップを高める研修に加え、業務遂行を通じた

成長を確実に後押しする計画的なキャリアパスなどを整備し

ていきます。また、国境を越えた人財交流を活発化させるとと

もに、長期的にグループで活躍し続けてもらえるよう、評価や

報酬などの人事制度をグローバル基準で合わせていくこと

で、グループ全体の競争力を強化します。専門知識と経験を

有する外部人財の採用(異業種や海外出身者を含む)も積極

的に実施していきます。多様なバックグラウンドやスキルを持

つ人財を確保することが、変化の激しい市場での競争優位性

を築く鍵となります。グローバル人財の採用・育成を強力に推

し進め、当社グループの強みを理解した人財がグローバルで

活躍することで、さらなるグループの成長につなげていきます。

グローバル人財の育成

グローバル人財の育成を重要な経営課題と位置づけ、従業

員が国際的な舞台で活躍できる力を養うためのさまざまな施

策を展開しています。これらの取り組みは、語学力や異文化理

解力の向上にとどまらず、論理的思考力や問題解決力、さらに

はグローバルな視点でのビジネス展開力を育むことを目指し

ています。その一環として実施されている海外短期留学プロ

グラムでは、ビジネスに必要な語学力を磨くだけでなく、

MBA講義の受講や「食」の未来を探求するプログラムへの参

加を通じて、ビジネススキルの向上を図っています。現地企業・

店舗への訪問や地域社会の方 と々の交流を通じて、異文化理

解を深めるとともに、謙虚に学ぶ姿勢を養うことを重視してい

ます。これにより、従業員が幅広い経験を積み、グローバルな

視点での課題解決能力を身につけることを目指しています。

また、SEJを中心に、グローバルビジネスで活躍できる人

財を中長期的に育成すること、英語力や異文化理解力を高め

ることを目的として英語研修プログラム「Seven-Eleven 

English Training（SET）」を開催しています。2021年から

2025年までに500名を超える従業員が受講し、すでに卒業

生の中から約40名が海外事業部や海外事業会社に配属さ

れ、自分自身の目標キャリアを実現しながら世界で活躍して

います。

さらに2024年より当社およびSEJとSEI、7INの4社が共

創し、新たな「Exchange Program」を開始しました。

日本と米国の「SEI Exchange Program」、日本と豪州の

「SEA Exchange Program」があり、これらのプログラム

は、国内人財が海外のビジネスモデルを、海外人財が日本の

ビジネスモデルをそれぞれ深く理解し、相互に学び合う機会

を提供しています。各国に最適なビジネス展開をすることの

重要性を異文化コミュニケーション環境で理解できる研修と

して実施しています。こうした経験機会を提供し、周囲と協働

しながら成果を創出できる力を養い、真のグローバル人財育

成を推進しています。

このほかにも多様な自己啓発支援制度などの成長支援策

も用意しており、これらの施策は、グローバル人財育成の基盤

として、従業員の成長を支える重要な役割を果たしています。

海外短期留学プログラム
の様子

人財政策3． 

戦略実現のための人財育成・採用

SEI 
Exchange 
Programの
様子
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■2024年度「カルチャー＆エンゲージメントサーベイ」調査結果人財政策の進捗を測る数値指標

国内グループ各社においては、「挑戦・革新し続けるカル

チャーの醸成」や「働きがい・働きやすさの向上」の進捗を把

握するために、カルチャー＆エンゲージメントサーベイを活用

しています。各組織のカルチャーとエンゲージメントの状態を

客観的かつ定量的に確認し、より良い組織づくりに活かすこ

とを目的に、同サーベイを毎年1回実施しています。

サーベイでは、「カルチャー」に関する独自調査項目 （誠実

さ、主体性の尊重、挑戦の推奨、風通しの良さなど）のスコアと

「エンゲージメント」に関するスコアを算出し、それらの状況を

可視化しています。2024年度のサーベイでは、カルチャー

の設問に対して肯定的な評価をした割合は70%、エンゲージ

メントスコアは50%となりました。

SEJにおいては、カルチャー＆エンゲージメントサーベイ

に加え、社内の各部門のコミュニケーション状況や打ち出し

た施策の効果を測定するため、すべての従業員に対しパルス

サーベイを実施しています。調査結果をもとに、エンゲージ

メント向上のための施策を展開しています。

従業員インタビュー

株式会社セブン-イレブン・ジャパン
オペレーション本部
長野・山梨ZO 甲府DO SOFC

飯島 夢子

株式会社セブン-イレブン・ジャパン
オペレーション本部
南九州ZO 熊本東DO OFC

下川 達大

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス
経営企画本部

南﨑 貴之

■マネジメント研修参加者
マネジメントを学ぶ研修を経て、現在、直営店を担当し、チーム

の成果最大化を目指して施策の具現化や情報発信に取り組んで
います。また、直営店社員の育成や地区OFC教育を通じて現場
力の向上に努めるとともに、他部署との連携を深めながら、相手
の立場に立ったコミュニケーションを大切にしています。これま
での経験から、「自分自身でチームをつくりたい」という目標が生
まれ、心理的安全性を高め、チャレンジを歓迎し、失敗を学びに
変えられる環境づくりを目指しています。さらに、女性のライフス
テージに応じた柔軟な働き方や成長機会の提案・実現を目指し、
謙虚さを忘れず学び続けながら挑戦を続けていきます。

■育児休業取得者
現在、熊本県阿蘇市や南阿蘇村の計9店舗を担当しています。

妻の希望や担当店舗のオーナー様方の後押しを受け、育児休業
を取得しました。当初は不安がありましたが、上長や同僚の支え
により実現できました。育児休業の取得を通じて子育ての大変さ
を学び、店舗スタッフとも共感を深めることができました。また、
効率的で計画的な働き方を意識するようになり、限られた時間で
成果を出す工夫を重ねています。この経験が、働き方や家族との
向き合い方を見直すきっかけとなり、今後も柔軟な発想で仕事と
家庭の両立を目指していきたいと考えています。

■グローバル研修参加者
2024年12月から半年間、海外短期留学プログラムでロサンゼ

ルス近郊のドラッカースクールで学びました。この経験により、語
学力・コミュニケーション力を向上させ、異文化理解を深めること
ができました。「新規事業デザイン」「セルフマネジメント」などの
多彩な授業で現地のMBA学生と議論しました。「食」の未来を探
求するプログラムFFFでは街に出て多くのインタビューを重ねて
顧客を理解し、仮説を検証する重要性を学びました。留学で得た
視点を経営企画部門での業務に活かし、現場と経営、グローバル
をつなぐ役割を果たします。

社会：人財政策・人的資本の取り組み

■非常にエンゲージしている
エンゲージしている
ややエンゲージしている
エンゲージしていない

エンゲージメント
スコア

カルチャー
スコア

エンゲージ
している

50%
職場の
カルチャーに
対する
肯定的な評価

70%

※  国内グループ26社を対象とした調査。それぞれの職場ごとのカルチャーの
状態（誠実さ、主体性の尊重、挑戦の推奨、風通しの良さなど）と同時に、エン
ゲージメントを測定
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社会：人権への取り組み

人権方針と
人権取り組みの推進体制

企業活動のグローバル化が進み、企業の人権への取り組

みに対して、社会からの関心が高まるなか、国際基準に準拠

し、ステークホルダーの人権を尊重していくことが極めて重

要だと考えています。当社グループでも、国際人権章典（世

界人権宣言と国際人権規約）、労働における基本的原則お

よび権利に関する国際労働機関の宣言、国連グローバル・

コンパクトの10原則、および「国連ビジネスと人権に関する

指導原則」などに基づき、「セブン＆アイ・ホールディングス

人権方針」を2021年に定め、代表取締役をはじめとする経

営層のコミットメントのもと、人権尊重に取り組んでいます。

また、人権方針を推進するためのグループ横断組織とし

て、代表取締役を責任者とする「人権推進プロジェクト」を

発足し、継続的な取り組みを実施しています。人権問題の

特定、予防・是正対応措置、定期的なモニタリング、情報開

示など、人権デュー・ディリジェンスの取り組みを推進し、取

り組みの計画立案や実施進捗状況の確認は、定例会議にお

いて実施しています。

人権デュー・ディリジェンスの実施

当社グループでは、「国連ビジネスと人権に関する指導原

則」および「責任ある企業行動のためのOECDデュー・ディリ

ジェンス・ガイダンス」に基づく手順に従って「人権デュー・

ディリジェンス」の仕組みを構築し、人権への悪影響に対する

予防・是正措置や軽減措置の実施に努めています。

人権への影響評価

当社グループの事業活動が人権に影響を及ぼす可能性のあ

ることを認識し、人や社会に対する負の影響の原因を特定し、

その影響の予防・是正・軽減に努めています。2022年度には、

グループおよびお取引先の事業が人権に及ぼす潜在的な負の

影響を把握するため、自社およびサプライチェーンに対する調

査を行い、人権課題を特定するとともに、深刻度と発生可能性

を算出し、マッピングしました。当該人権課題の特定は、外部

の専門家の支援・助言を得ながら実施しています。

詳しくは、当社Webサイトをご覧ください
https://www.7andi.com/sustainability/policy/human_rights.
html

発生可能性

その他のハイリスクな状況
その他のハイリスクな状況

責任ある鉱物調達

先住民の権利

先住民の権利

水へのアクセス、衛生

水へのアクセス、衛生
土地の問題 移民労働者の人権

土地の問題

周辺住民の健康

周辺住民の健康

製品の安全・品質

プライバシーに対する権利（消費者）
子どもの権利（児童労働以外）

倫理的/責任あるマーケティング
プライバシーに対する権利
（従業員）

プライバシーに対する権利
（従業員）

移民労働者の人権

労働安全衛生

労働安全衛生

労働時間・賃金
労働時間・賃金

結社の自由・
団体交渉権結社の自由・団体交渉権

非人道的な扱い
非人道的な扱い

差別差別

児童労働
児童労働

強制労働・人身取引

強制労働・
人身取引

深刻度
高

低
低 高

警備担当者等による人権侵害

人権リスクマップ（サプライチェーン）
人権リスクマップ（グループ従業員・お客様・地域社会）

 ■人権リスクマップ

予防・是正措置の実施

当社グループは、重点的に発生の防止と対応に取り組んで

いく人権リスク（および国・地域）を特定し、特定された優先順

位の高い人権リスクに対して、グループ内において是正措置

と予防に向けた教育や研修などの活動を実施しています。

2024年2月にはグループ社員に向けて「人権eラーニング」

を実施し、約40,000名が受講しました。さらに、同年5月に

は障害者差別解消法の改正を受けて「合理的配慮eラーニン

グ」を実施し、約23,000名が受講しました。

また、カスタマーハラスメントによる従業員への人権侵害

を防止するため、2024年に「カスタマーハラスメントへの

考え方」を示しました。社会通念上不相当な言動から従業

員を守り、働きがいを持って安心して働ける職場環境づくり

を目指しています。
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社会：人権への取り組み

サプライチェーンにおける人権リスクに対しては、関連す

るステークホルダーへのグループ指針の周知を継続的に行

い、人権尊重の取り組みの向上と改善に努めています。

モニタリング

当社グループの企業活動が与える人権への負の影響を特

定し、継続的に改善するために、グループ内およびサプライ

チェーンに対し、モニタリングを実施するとともに、社内外

の情報を収集しています。

お取引先に対しては、無記名でご回答いただく「お取引先

様アンケート」を実施し、2024年度は、グループ各社合計

で11,804件のご回答をいただきました。

サプライチェーンのモニタリングとして、PB商品「セブン

プレミアム」および海外でのPB商品の製造委託先の最終製

造工場に対して「セブン＆アイ・ホールディングスお取引先

サステナブル行動指針」の遵守状況を確認するCSR監査を

実施しています。2024年度は海外12カ国の200工場、国

内626工場にCSR監査を実施しました。

外部への情報公開

人権尊重の取り組みについては、ウェブサイトや本レポー

トなどのコミュニケーション手段を通じて、定期的に開示し

ています。

救済措置としての内部通報制度

当社グループは、社会からの信頼を失うような行為の防止と

早期発見、早期是正、再発防止を目的に、「グループ共通従業員

専用ヘルプライン」を設置し、人権問題が発生した際も利用でき

る体制を構築しています。また、国内グループ会社のお取引先に

対しては、「お取引先専用ヘルプライン」を設置しています。

また、国内グループ会社の取締役、監査役、執行役員など、

経営幹部の関与が疑われる社会からの信頼を失うような行

為に関して、経営層から独立して通報を受け付け、調査対応

を行うことを目的に「監査役ホットライン」を運用しています。

いずれの通報窓口も、当社が業務委託契約および機密保持

契約を結んだ第三者の通報窓口を連絡先とし、通報・相談者

のプライバシーを厳守しています。グループ共通従業員専用

ヘルプラインは4カ国語で受け付け、お取引先専用ヘルプラ

インは国内・海外いずれからの通報も受け付けています。

通報結果の内訳は「パワーハラスメントの疑い」が最多であ

り、人権に関する内容を多く含みます。違反行為などが認め

られた場合は、関係部署・関係各社とともに対応を協議し、救

済に向けた対応、是正措置を講じます。また、内部通報制度

の運用状況は、サステナビリティ委員会事務局の担当役員が、

取締役会において定期的に報告・確認を行っています。

事業会社への 
人権デュー・ディリジェンスの拡大

事業会社においても人権デュー・ディリジェンスプロセスを

推進すべく、人権への取り組みを推進しています。人権リスク

の特定や是正・軽減措置、モニタリングをサポートすること

で、各社での人権への取り組みが進んでいます。

2024年にはSEJにおける人権への取り組みについて外部

への情報公開を実施いたしました。
詳しくは、当社Webサイトをご覧ください
https://sustainability.sej.co.jp/action/000610/

 ■従業員専用ヘルプラインへの通報の内訳

 ■お取引先専用ヘルプラインへの通報の内訳

※ 「従業員ヘルプライン」は第三者の通報窓口に加え、事業会社内に個別の通
報窓口を設けている会社もあり。なお、北米·中国の事業会社は、それぞれ
が社内の通報制度を設けて、従業員からの通報·相談を受け付けている

その他　8.4% 75件

セクハラ·マタハラ等の疑い
3.2% 28件

労働契約·評価
4.6% 41件

法令·ルール違反の疑い
5.7% 51件

就業ルール違反の疑い
12.3% 109件 職場環境·人間関係

30.1% 267件

パワーハラスメントの
疑い 35.7% 317件

888件
(前年度比95.2%)

その他
(お取引先に関する内部告発など)
43.5% 37件

差別的扱い 3.5% 3件
衛生管理 3.5% 3件 情報漏洩 4.7% 4件

パワーハラスメント·
セクハラ等の疑い
20.0% 17件

優越的地位の
濫用·下請法違反の
疑い
24.7% 21件

85件
(前年度比:100.0%)
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社会：サプライチェーン・マネジメント

お取引先とともに築く
持続可能なサプライチェーン

当社グループは、創業以来「社是」に基づき、さまざまなス

テークホルダーの皆様から信頼される誠実な企業を目指して

きました。現在、世界では人権問題が深刻化しており、企業に

はサプライチェーン全体での人権尊重、法令遵守、環境保全、

労働環境への配慮など、社会的責任を果たすことが求められ

ています。

当社グループは、人権の尊重を最優先とし、お取引先に対

して「セブン＆アイ・ホールディングスお取引先サステナブル

行動指針」（以下、「行動指針」）について周知し、その実践をお

願いしています。行動指針をお取引先とともに運用し、持続可

能なサプライチェーンを構築することで、安全で高品質な商

品・サービスを提供するとともに、人権尊重、法令遵守、環境

保全、労働環境への配慮を推進しています。

動指針の推進状況をお取引先と共有し、問題点が見つかった

場合にはその是正を支援しています。

新たにお取引を開始する際には、行動指針の理解と遵守を

お願いするとともに、CSR監査を受けていただいています。

監査の結果と是正対応の状況を確認し、適合と認められたお

取引先には「適合認証書」を発行したうえで取引を開始しま

す。また、海外工場との継続的なお取引については、「適合認

証書」の更新取得を条件としています。

CSR監査は、第三者機関に委託・実施しています。監査項

目は、国際労働機関（ILO）の条約やISO26000などの国際

基準に準拠し、当社独自の16の大分類項目と117のチェック項

目を設定しています。これらの分類は重要度に応じて整理し

ており、特に重視しているのは以下の4つの項目です。

1．強制労働　2．児童労働および若年労働者

3．生活賃金（最低賃金）　4．懲罰

これらの項目に関して不適合が発見された場合、当該工場

と契約しているグループ事業会社に対し、取引の見直しを

含んだ対応を促します。

次に重要視している項目は以下のとおりです。

・健康および安全　・労働時間　・下請契約

・地球環境保全　・商品の安全

これらの項目で法令違反などの不適合が見つかった場合に

は、当該工場における修正・是正状況を確認します。不適合項

目が多く指摘された場合などは、状況に応じて再監査を実施

し、その結果を踏まえてお取引の継続を判断しています。

CSR監査の実績

当社の行動指針の遵守状況を確認するため、2024年度は

「セブンプレミアム」を含むPB商品を製造する海外の200工

場、および国内の626工場にCSR監査を実施しました。特に、

中国や東南アジア（12カ国）のうち、取引規模が大きい、重要

性が高い、代替が難しい工場を「クリティカルサプライヤー」と

定義し、重点的に監査を行っています。

CSR監査は公正性を確保するため、外部審査機関である

テュフ ラインランド ジャパンに委託しています。お取引先CSR監査の運用

当社グループでは、お客様に安全で安心な商品を提供する

ことに加え、お取引先と協力して持続可能な社会の実現を目

指しています。その一環として、お取引先に対するCSR監査

を実施しています。この監査は、PB商品「セブンプレミアム」

やグループ各社のPB商品の製造を委託している工場のうち、

リスク管理の観点から特に重要と判断する地域（主に中国や

東南アジア）の工場を対象に行っています。監査を通じて、行

No. 分類
1 マネジメントシステムおよび規範実施
2 強制労働
3 結社の自由
4 健康および安全
5 児童労働および若年労働者
6 生活賃金（最低賃金）
7 労働時間
8 差別・ハラスメント

No. 分類
9 正規雇用
10 下請契約、家内工業、外部加工
11 懲罰
12 地球環境保全
13 腐敗防止・公正な取引
14 商品の安全確保のために
15 セキュリティ管理
16 地域社会の便益・災害対応

 ■CSR監査16大分類 ■ 特に重視している4分類
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ついては、管理された別エリアへの移動、当該エリアでの適切

な管理など、是正措置の実施を確認しています。その他、

CSR監査を通じて確認されたすべての重大不適合、軽微不

適合について是正処置を確認しました。なお、CSR監査の結

果、強制労働および15歳未満の児童労働、懲罰に該当する不

適合は確認されていません。

お取引先への周知活動

当社グループでは、PB商品の製造を委託しているお取引先

に対し、お取引先サステナブル行動指針の説明会を継続的に

開催しています。

2024年度は、行動指針とCSR監査に関する説明会をライ

ブ配信とオンデマンド配信で実施し、396社、642名がライ

ブ視聴しました。また録画も953名が視聴し、4,700名が説

明会資料を閲覧しています。 

不適合への対応

2024年度の海外CSR監査は200の工場で実施し、6工場に

おいて労働安全衛生関連（化学薬品管理・設備メンテナンスの

不備、保護具の不使用など）、および生活賃金関連（賃金未払い、

雇用契約の不備など）の重大不適合が確認されました。指摘の

あった項目については、管理方法の見直し、保護具の使用、未払

い賃金の支払いなど、直ちに是正対応を実施しました。

不適合への対応の一例として、不適切な化学薬品の管理に

社内への周知活動

当社グループは、重点的に発生の防止と対応に取り組んで

いく人権リスク（および国・地域）を特定し、当該特定した優先

順位の高い人権リスクに対して、グループ内において是正措

置と、予防に向けた教育や研修などの活動を実施しています。

2024年度は、人権や環境など持続可能な調達に必要となる

知見の向上、グループの考え方の周知を目的に「持続可能な

調達eラーニング」を実施し、グループ全体で2,281名が受講

しました。

 ■CSR監査のプロセス

取引開始前
説明・承諾

CSR監査
評価と対応

CSR監査の実施

取引開始 再監査または
取引見直し

是正エビデンスの確認

不適合
指摘無

不適合
疑い

重大な
不適合疑い

● セブン＆アイ・ホールディングスお取引先
    サステナブル行動指針
● 誓約書
● CSR監査の受け入れ
● SAQ（セルフチェック）

 ■CSR監査件数（海外工場）

年度 2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025年度
計画

監査工場数 357件 322件 254件 200件 200件

実施率（%）※1 79.9※2 74.2※2 77.7 83.3 ー

 ■行動指針とCSR監査に関する説明会の実施状況

2020 
年度

2021 
年度

2022 
年度

2023 
年度

2024 
年度

実施回数 5回 19回 8コンテンツ 8コンテンツ 8コンテンツ

参加対象
企業数 604社 517社 480社 416社 396社

延べ
参加人数
（視聴者含む）

870名 3,566名 14,698名 5,882名 4,700名

※1   監査計画工場数に対する監査実施工場数の割合（生産終了、取引停止によ
り審査の必要がなくなった工場を除く）

※2 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、一部工場の監査が未実施
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